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総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能強化の３本の⽮

（内閣府資料より作成）

⾰新的研究開発
推進プログラム

（ＩｍＰＡＣＴ）
戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）

政府全体の
科学技術関係予算の

戦略的策定

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）について

関係府省、管理法人など研究者

←外部有識者

↑
内閣府の支援体制
を拡充

課題ごとに以下の体制を整備

総合科学技術・イノベーション会議

ガバニングボード（有識者議員）

PD（プログラムディレクター）

（内閣府に課題ごとに置く）

推進委員会
PD（議長）、関係省庁、専門家、
管理法人、内閣府（事務局）
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１ ３２

総合科学技術・イノベーション会議(CSTI)が府省・分野の枠を超えて⾃ら予算を配分して、
基礎研究から出⼝（実⽤化・事業化）までを⾒据え、規制・制度改⾰を含めた取組を推進。
＜SIPの特徴＞

●社会的に不可欠で、日本の経済・産業競争力にとって重要な課題（10件+1件）をCSTIが選定。

●府省・分野横断的な取組み。

●基礎研究から実用化・事業化までを見据えて一気通貫で研究開発を推進。規制・制度、特区、
政府調達なども活用。国際標準化も意識。

●企業が研究成果を戦略的に活用しやすい知財システム。

＜実施体制＞

●課題ごとにPD（プログラムディレクター）を選定。
● PDは関係府省の縦割りを打破し、府省を横断する視点から

プログラムを推進。
●ガバニングボード（構成員：総合科学技術・イノベーション会

議有識者議員）が評価・助言を行う。



災害関連情報の共有（レジリエンス情報ネットワーク）
を基軸として、

・予測（災害を察知し正体を知る）

・予防（災害に負けない都市インフラを整備する）

・対応（災害が⽣じたときに被害を最⼩限に⾷い⽌める）
の３項⽬に資する研究開発を推進する。

SIP防災

3（内閣府資料より作成）

ＳＩＰ防災「レジリエントな防災・減災機能の強化」



SIP防災の研究課題

4（内閣府資料より作成）

ＳＩＰ防災 ７つの研究課題
防災科研は、①、②、④、⑤の４つの課題に参画
予測

① 津波予測技術の開発
② 豪⾬・⻯巻予測技術の開発

③ ⼤規模実証実験に基づく液状化対策技術の開発

④ ICTを活⽤した情報共有システムの開発及び利活⽤技術の研究開発
⑤ 災害情報収集システム及びリアルタイム被害推定システムの開発
⑥ 災害情報の配信技術の開発
⑦ 地域連携による地域災害対応アプリケーション技術の開発

予防

対応



SIP課題① 研究概要
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日本海溝海底地震津波観測網（S‐net）の観測データ等を活用して津波検知後数分以内に陸域へ

の津波遡上を予測する技術を開発し、災害レジリエンス情報ネットワークの概念に基づき構築され
る情報共有（レジリエンス災害情報）システムへの津波情報の提供を実現。

観測データと合わせて津波予測情報を分かりやすく速やかに提供するための技術の開発と、これ
らの技術を用いた実証実験を実施して課題抽出、高度化を行う。

実施内容

津波予警報の現業機関である気象庁、実証実験の協力をいただく千葉県等と連携を推進して
研究開発を実施する。

出口戦略

津波予測技術の研究開発
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社会実装に向けた実証と⾼度化を通じた
津波遡上即時予測システムの完成

実証のための稼動試験を実施

実証実験を重ねて津波予測情報や観測情報
を活⽤した新たな災害対応⼿順を構築

社会実装に必要なシステム完成とそれを活用した災害対応手順の構築に向けて
着実に研究開発が進展しており、５年次の最終的な社会実装目標である

千葉県によるシステム導入と津波防災対応への利活用の達成が見込まれる

図上演習ワークショップ

観測情報と予測
情報を分かりやす
く提供するシステ
ムを構築

利用者のニーズや環境を踏まえた実装の高度化

海底水圧データを
用いた迅速かつ確
実な津波遡上即時
予測技術を開発

システムを活用した標準的な津波災害対応
手順の構築

開発成果を活用した
周知啓発活動津波避難訓練等で

のシステム利用

SIP課題① 成果概要 津波予測技術の研究開発



３．課題①、②、④、⑤の成果
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SIP課題② 研究概要 豪⾬・⻯巻予測技術の研究開発

観測技術：
府省連携の

実現

観測技術：
府省連携の

実現

新開発のMP-PAWR等と既存の観測機器のデータを最⼤限に活⽤して、ゲリラ豪⾬等に対する
早期予測技術，鉄道の列⾞停⽌位置・旅客避難⽀援システム等を開発し、開発技術の社会実装
を⽬指す。

鉄道交通
•列車停止位置・旅客
避難支援システム

市民
•防災と日常生活

建設会社
•工事現場の安全管理

自治体等
• 豪雨警戒・浸水対策

テーマｃ（国総研）
• 河川水位／浸水／土
砂災害発生の予測

課題④⑤

⾬を正確に観測： 国⼟交通省XRAIN
積乱雲を「早く」観測： 防災科研の積乱雲観測システム

• マイクロ波放射計（⽔蒸気），ドップラーライダー（晴天域の気流），
雲レーダー（降⾬開始前の雲）

• 積乱雲の発⽣・発達しやすさと発⽣・発達初期を観測
積乱雲を「速く」観測： NICT、⾸都⼤東京、東芝、名⼤が開発中の

MP-PAWR
・⾬雲の3次元構造を30〜60秒ですき間無く⾼精度観測
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豪⾬・⻯巻予測技術の研究開発SIP課題② 成果概要 豪⾬・⻯巻予測技術の研究開発

 列車停止位置・旅客避難支援システム：
鉄道会社

 強風ナウキャストと竜巻危険度： 企業、自治体

 ゲリラ豪雨の確度の高い直前予測： 市民

社会実験
• 2015年暖候期に2,000人の一般モニターを募集
• 国交省XRAINのデータから上空の雨も把握して、
更新間隔5分で30分先までの強雨を予測

• 10分間雨量の予測値＞5 mm（30 mm/時；
バケツをひっくり返したような雨）でモニターに
メール通知

MP-PAWR

「防災」と「日常生活」の両面で有効
【防災】車の浸水前の移動
【日常生活】通勤・通学、洗濯物干し
【屋外作業】目的別では下水道工事で高評価。
【精度評価】10 mm/時（ザーザー降り）より強い

雨については、高解像度降水ナウキャストよ
り高精度（10&20分先）。

2018年暖候期は
MP-PAWRで高精度、

高頻度化を実現し、
天気の「急変」にす
ばやく対応

社会実験
• 2016年と2017年に建設会社や自治体、気象予
報士を対象に社会実験

• 更新間隔10分で60分先までの強風域を予測

• 強風が予測された場合にメール通知。強風分布
をウェブとスマホで表示

ユーザのニーズに応じた改良
• 【予報士】日常生活への利用⇒風速閾値を任意設定可能
• 【建設】高所作業への利用⇒地上以外の複数高度を予測
• 【建設・鉄道】瞬間風速も⇒平均風速だけでなく瞬間風速を予測
• 【建設】5分以内の情報更新を⇒1,000m実況値をアラート対象に
• 【新たな利用分野】建材会社（シャッター）、農業（ハウス）
 2018年には市町村単位の竜巻危険度を重ね合わせ表示

これまで困難だっ
た「雨が降り始める
前のゲリラ豪雨予
測」を、データ同化
を用いた数値予測
で実現。降水ナウ
キャストとのブレン
ドで1時間先予測

洪水・氾濫解析を含むシステ
ムを開発。2017年夏から鉄道
事業者がモニター実施中

 豪雨警戒・浸水推定情報：
自治体、建設会社

自治体のニーズに応じた社会実験
• システムの導入、自主運用に向けて予算
要求を含む工程案を作成

• 運用支援企業への技術移転を実施



３．課題①、②、④、⑤の成果
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SIP課題⑤ 研究概要 災害情報収集システム及び
リアルタイム被害推定システムの開発

地震動については、関東・東海地域を対象とした地域詳細版リアルタイム被害推定・状況把握システムを構築する。
他課題と連携し、対象地域における津波、豪⾬を対象としたリアルタイム被害推定・状況把握システムを構築する。
他の研究課題・「気象災害軽減イノベーションハブ」の研究成果との連携を図る。

被害状況把握被害状況把握

リアルタイム被害推定・状況把握システム

災害対応⽀援のための利活⽤システム

被害状況に関する情報

災害情報収集システム災害情報収集システム

インフラ被災情報インフラ被災情報推定

推定の⾼精度化

地球観測衛星を利用した
災害情報

ソーシャルメディアを用
いた災害状況要約情報
（共同研究）

アレイ

噴煙速度
測定ペア

野外における運
用試験・実証実験

⽕⼭ガス等のリアルタイムモニタリング技術開発
実証実験による機
能・連携の検証

ﾕｰｻﾞｰに応じたｶｽﾀﾏｲｽﾞ

リアルタイム被害推定リアルタイム被害推定

地震 対象：全国

250mメッシュ

⼈的被害推定
建物被害推定

3次元地盤モデルの構築3次元地盤モデルの構築

関東・東海地域を対象とした地域詳細版ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ
ｼｽﾃﾑ(地震)

インフラ施設の被害
予測の試行データ

各府省庁や関係機関等で集約される被害状況に
関する情報を取り入れ、推定情報の高精度化、被
害状況の把握

津波/豪⾬浸⽔被害

津波・豪⾬

地震被害：地震動及び
建物の周期特性を考慮

対象：
モデル地域

周期特性を考慮した地震動
分布推定

被害推定のイメージ

■被害あり

関東・東海地域
詳細・高精度化

・SIP4D
・防災情報サービスPF

課題④：情報共有・利活用システム

カメラ・SAR画像等
より得られる施設被
害情報

火山ガス
火山灰

3次元地図（ﾓﾃﾞﾙ構築）＋

大規模地震動ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

推定の高精度化の検討

人工知能の研究開発(予定)

社会実装 自治体や民間企業での活用の促進

航空写真判読

AIによる自動抽出機能の開発

AIによる高速
化・高精度化



３．課題①、②、④、⑤の成果
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防災科研の
地震・津波観測網

情報基盤としての地震・津波観測網

K-NET

F-net
Hi-net
KiK-net

S-net

約1000点

約800点約70点
約800点

約150点
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SIP課題⑤ リアルタイム被害推定・状況把握システムの開発

地震、津波、豪⾬を対象に被害全体をリアルタイムに推定、状況を把握すること
で概観でき、かつ詳細な推定により町丁⽬単位、個別建物レベルでも利⽤可能と
し、迅速かつ適切な対応を⽀援する2次利⽤可能な情報提供を⽬的とした⾼精度
なリアルタイム被害推定・状況把握に関する技術開発及びシステムの構築を実施
する。

⼈的被害推定

地震

被害全体を概観しながら、町丁⽬、個別建
物レベルで利⽤可能な⾼精度な推定を⾏う
地震被害：地震動及び建物の周期特性を考慮

津波・豪⾬

津波/豪⾬浸⽔被害

建物被害推定

各府省庁や関係機関等で集約される被害状況に関する
情報を取り⼊れ、推定情報の確定化、被害状況の把握

リアルタイム被害推定・状況把握システム

推定

推定の
確定化

状況把握

リアルタイム被害推定 被害状況把握

関東・東海地域
詳細・高精度化

モデル地域を対象

全国を対象
250mメッシュ

被害状況に関する情報•

•

• 地震観測データ
• 地下構造モデル
• 建物・⼈⼝モデル

津波・豪⾬情報及び津波・豪⾬情報及び
インフラ被災情報
地域連携
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SIP課題⑤ 研究成果 熊本地震対応
リアルタイム被害推定情報のSIP4Dを介した府省庁の共有
〜熊本地震の例〜

⇒ 地震発⽣から29秒後から情報発信を開始し、
10分程度で被害報の提供完了

建物被害

震度分布 震度 面積(km2）

6強以上 142

6弱以上 401

5強以上 911

5弱以上 1668

（益城町周辺）

リアルタイム被害推定システム

政府災対

内閣府

国交省

地理院

厚労省

農⽔省

熊本県 市町村 …等

▲推定結果
（M6.5地震）

 リアルタイム地震被害推定情報の配信

 建物被害の空間分布は
実被害に整合

 防災科研からは、リアルタイム被害推定情報を
SIP4Dを経由して災害関係機関に提供

前震（4/14、M6.5）

本震（4/16、M7.3）
⇒ 11分程度で被害報の提供完了

リアルタイム地震被害推定情報の
全壊した建物倒壊分布（推定）と
⼈的被害のあった地点が概ね整合
していた

〜毎⽇新聞4⽉16⽇朝刊〜

 課題 ①建物被害レベルの過大評価
②連続地震の建物への影響考慮
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SIP課題⑤ 実建物被害と推定建物被害の分布の比較

▼構築したデータデータベースを元に実被害分布図を作成

全壊棟数分布（推定結果）

全壊棟数分布（実被害）

 定性的な建物被害の空間分布は、実際の被害状況と
調和的である。

 被害レベルの評価が過大傾向にある。

 定性的な建物被害の空間分布は、実際の被害状況と
調和的である。

 被害レベルの評価が過大傾向にある。

250mメッシュ内
の全壊棟数

⽐較

地域 実被害*1 推定*2

熊本市 2,438 9,577

益城町 2,714 2,900

西原村 505 669

大津町 125  348

・・・ ・・・ ・・・

建物の実被害と推定の⽐較の⼀例
（棟数）

＊1：熊本県災害対策本部等の被害報告
＊2：堀江（2004）、村尾・⼭崎（2002）

＜

≓
＜

＜
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SIP課題④ 研究概要 ICTを活⽤した情報共有システムの開発
及び利活⽤技術の研究開発

国全体で状況認識を統⼀し、的確な災害対応を⾏うために、所掌業務が異なる多数の
府省庁・関係機関等の間で、横断的な情報共有・利活⽤を実現するシステムの開発

津波予測
（SIP①）

豪雨・竜巻
予測（SIP②）

被害推定情
報（SIP⑤）

状況把握情
報（SIP⑤）

等のﾘｱﾙﾀｲ
ﾑ共有

ため池決壊予測・氾濫
域推定し、対策支援を
行う等の利活用技術を
開発

情報構築
（SIP①～⑤）

ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ戦略に則った
各種取り組みとの情報共
有（G空間情報ｾﾝﾀｰ等）

SIP外部の取り組み

入出力自動変換

災害派遣医療チームの
派遣判断や患者輸送支
援、地域医療ﾆｰｽﾞ集約
等の利活用技術を開発

下流氾濫域の推定

DMATの
派遣判断等

被害推定情報

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

ため池決壊予測

ため池防災支援ｼｽﾃﾑ等

全国ため池
データベース

地震観測・豪雨予測情
報

－

－

＋

＋

＋

受け入れ不可

通行不可

派遣可能ルート
受け入れ可

受け入れ不可
ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀの
ｽﾄｯｸ･ﾌﾛｰ管理

 

各組織で運用する災
害関連情報システムと
の情報共有（そのため
の共通様式を提案）

各府省庁・関連機関 情報共有に基づく利活用技術情報共有に基づく利活用技術

加工例：共通状況図

災害時保健医療活動
支援システム等

ため池防災支援

保健医療活動支援

配信技術（SIP⑥）
地域災害対応ｱﾌﾟﾘ

（SIP⑦）

共有情報に基
づく意思決定・
情報伝達等の
利活用や、新た
なアプリ開発

府省庁連携防災情報共有システム
SIP4D: Shared Information Platform

for Disaster management

府省庁連携防災情報共有システム
SIP4D: Shared Information Platform

for Disaster management

地域医療
ﾆｰｽﾞ対応

内閣府

国交省

最大のデータ
保有官庁

最大のデータ
利用官庁

総合防災情報ｼｽﾃﾑ

DiMAPS

IoT、AIに
よる最適化

厚
労
省

農
水
省

自治体
防災情報ｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

災害対応業務支援を
サービス化するための
情報利活用技術を開発
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SIP課題④ 成果概要 ICTを活⽤した情報共有システムの開発
及び利活⽤技術の研究開発

九州北部豪⾬対応において、データ・情報の集約・加⼯・提供を実施し、九州北部豪⾬対応において、データ・情報の集約・加⼯・提供を実施し、
現場での災害対応を⽀援

⇒ 熊本地震に⽐べて増加したデータ種・量の処理、
より現場に踏み込んだ対応を実現・⾼評価
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SIP課題④ 今後の展開：Society5.0を支える防災情報ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

３つの階層で防災現場・災害対応現場に必要なデータ・情報・知識を統合し、被害軽減に
向けて産官学が協働で社会の予防⼒・回復⼒・対応⼒を向上させるための仕掛け

データ層に
おける⾔語
情報の最適
な収集・格
納

プラット
フォーム層
における地
図情報と⾔
語情報の効
果的な融合

３層全体に
より防災情
報サービス
プラット
フォームを
形成
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SIP課題④ 今後の展開：Society5.0を支える防災情報ｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

災害時情報配信技術（SIP⑥）
地域災害対応アプリ（SIP⑦）

津波予測（SIP①）
豪⾬・⻯巻予測（SIP②）
被害推定情報（SIP⑤）
状況把握情報（SIP⑤）
等のリアルタイム共有

情報構築
（SIP①〜⑤）

オープンデータ戦略に則った
各種取り組みとの情報共有

SIP外部のプラットフォーム

各組織で運⽤する災害関連
情報システムとの情報共有

府省庁

サービスサービス

G空間情報センター

集約集約

 

 

 

 

 

 

ITSジャパン

国⼟交通省
DiMAPS

気象庁
総務省

提供提供変換変換加⼯加⼯

論理統合

変換変換

災害情報
プロダクツ

SIP4D
SDK

SIP4D
SaaS

防災産業を創出する
エコシステムを形成

⾼度⾃然⾔語処理
プラットフォーム

内閣府
総合防災情報システム

災害対応における
ガバナンスの向上

警察庁

消防庁

SIP4D
CORE防災情報共有システム防衛省環境省

経済産業省 ･･･

･･･

厚⽣労働省
H-CRISIS

農林⽔産省
ため池防災⽀援システム

SDK: Software Development Kit
SaaS: Software as a Service

防災情報サービスプラットフォーム

市町村

都道府県

⺠間事業者

災害対応実務を⽀援する各種サービス実現のための基盤
「防災情報サービスプラットフォーム」のプロトタイプを構築
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電脳防災コンソーシアム

【共同代表者所属組織】
•防災科学技術研究所
•情報通信研究機構
•慶應義塾大学
•LINE（株）
•ヤフー（株）

【検討課題（予定）】
•被災者・避難所の支援
につなげるための災害
情報に関する課題整理

•インターネットを通じて
被災者から災害情報を
大規模に収集する仕組
みづくり

•防災・減災のためのイ
ンターネット・メディア・
AIの一層の活用方策

•関連する地域実証プロ
ジェクトの協力・支援

•上記に関する政策提言
のとりまとめ 等

国民生活に身近なインターネット・メディア・人工知能（AI）を積極的に活用する防災・減災を目
指し、被災者・避難所の支援につなげるための災害情報に関する課題整理などを行い、政策
提言を取りまとめるために、国研、大学、民間企業等の連携により、2017年10月19日に設立




